
仕 様 書

１．件  名  

（長期継続契約）介護保険システム用機器賃貸借

２．賃貸借期間

令和７年１１月１日から令和１２年１０月３１日まで（６０ヶ月）

３．納入期限

令和７年９月８日

４．担当部課

市川市 福祉部 介護保険課

５．賃貸借物件

介護保険システムに必要なハードウェア及びソフトウェア一式

詳細は、別紙１「賃貸借物件一覧」のとおり。

（本件は、賃貸人が所有する上記物件を市川市（以下「賃借人」という。）が借り受け、

賃料を支払うものである。）

６ 納入場所

設定委託受託事業者の作業場所

（千葉県内の想定であり、詳細は契約後に受注者に提示する。）

７．設置場所

市川市八幡１丁目１番１号 市川市役所 第１庁舎

８．納品物件

 「５．賃貸借物件」に示された物件に係る以下のドキュメントを、「４．担当部課」で指定した

場所に、期限までに納品すること。



納 品 物 件 一 覧 表

Ｎｏ 納品物件 期 限

１ 賃貸借物件一覧（型名明記） 契約日

２ 体制表（納入後の連絡先を含む） 契約日から 7 日以内 

３
情報セキュリティ対策チェックリスト 契約日から7日以内及び各年度

の 4 月 7 日 

４ 賃貸借物件に関する取扱説明書（写しでも可）

納入期限まで

５ 賃貸借物件に関する保証書（写しでも可）

６

ソフトウェアの使用許諾証書

（公共機関向けライセンスの場合は賃借人名義のも

の。それ以外は写しでも可。）

７ 納入物件一覧

※ 納入物件一覧には、納入機器の製造番号、使用ユニット数（ラックマウント型機器のみ）、

消費電力、発熱量、重量を明記すること。

※ 付属のメディア、マニュアル等については、本体に同梱とされていない場合は、２部のみ

を納品することも可とする。

９．賃貸借物件の納入

賃貸借物件は、賃貸人の負担により、「６ 納入場所」に示す場所に、指定した数量を納入する

こと。

１０．賃貸借期間終了後について

（１）賃貸借期間終了後は、賃借人から指示があった場合は、賃貸人の負担により機器の全てを

撤収すること。

（２）前項で示す撤収時において、機器に内蔵される記憶媒体がある場合は、賃貸人の負担によ

り、記憶装置の物理的な破壊又は磁気的な破壊によるデータ復元ができない方法でデータ消

去を行い、その証明書を賃借人に提出すること。なお、当該消去作業は賃借人施設の外へ撤

収する前に、賃借人職員立ち合いのもとで行うこととする。

（３）賃借人の希望により、契約満了後に月数単位で再リース契約を締結できるものとする。な

お、全ての機器ではなく、一部の機器となる場合もある。

１１．秘密の保持 

（１）賃貸人は、この作業によって知り得た秘密を他に漏らしてはならない。契約終了後も同様

とする。



（２）賃貸人は、作業を実施するための個人情報の取扱いについては、別記１「個人情報取扱特

記事項」を遵守しなければならない。

１２．情報セキュリティの確保

賃貸人は、作業を実施するに当たり、情報セキュリティの取扱いについては、別記２「情報セ

キュリティ取扱特記事項」を遵守しなければならない。

１３．契約不適合対応

 本契約による賃貸借物件の品質又は数量において契約に適合しないことを賃借人が認識した場

合、認識した時点から 1 年以内の間に賃貸人に対する通知を行うことにより、賃借人は賃貸人に

対して不適合部分の修補を求める、若しくは損害の賠償を請求することができるものとする。た

だし、賃貸借期間終了日を過ぎた後の不適合認識については、修補又は損害賠償の請求を行えな

いものとする。

１４．動産総合保険の付保

（１）賃貸人は、賃貸借契約期間中、賃貸人を保険契約者とする動産総合保険契約を賃貸人の負

担により付保しなければならない。

（２）賃借人の責に帰す事由により物件が損害を受けた場合、賃借人は、賃貸人に支払われた保

険金をもって、損害賠償を免れるものとする。

（３）再リース契約を締結する場合、本契約と同様に賃貸人を保険契約者とする動産総合保険契

約を賃貸人の負担により付保しなければならない。

１５．賃貸借物件の保守

賃貸借物件の保守については、別途保守契約を締結するものとする。

１６．公租公課

物件に係る公租公課は、賃貸人の負担とする。

１７．権利義務の譲渡の禁止

賃貸人は、この契約により生ずる権利又は義務を第三者に譲渡し、若しくは継承させ、又はそ

の権利を担保に供することはできない。ただし、あらかじめ賃借人の承諾を得た場合は、この限

りでない。



１８．環境への配慮

納入するハードウェア等について、「国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律（グリ

ーン購入法）」の適用となる物品については、グリーン購入法適合品であること。グリーン購入法

以外の環境関連基準を満たす機種を選定する場合は、入札における事前質問において本市の了承

を得ること。

１９．その他

（１）賃貸借物件のサーバ及びクライアントパソコンに対して、賃借人が別途用意するソフトウ

ェアをインストールすることがある。

（２）納入に係る費用は、賃貸人の負担とする。また、納入及び設置作業に際し生じた残資材及

び梱包材等は、賃貸人が撤去すること。

（３）賃貸人は、暴力団等排除に係る契約解除に関する特約条項を遵守すること。

（４）本仕様書に定めのない事項については、必要に応じて、賃借人と賃貸人とが協議して定め

るものとする。

（５）契約の履行上の疑義については、賃借人と賃貸人とが協力して解決すること。



  

暴力団等排除に係る契約解除に関する特約条項 

（製造の請負、業務委託、賃貸借その他契約用） 

 

（総則） 

第１条 この特約は、この特約が付される契約（市川市財務規則（昭和６０年規則第４号）第１

１６条の規定により、契約書の作成を省略する契約を含む。以下「契約」という。）と一体を

なす。 

 

（暴力団等排除に係る解除） 

第２条 市川市（以下「市」という。）は、契約の相手方が次の各号のいずれかに該当するとき

は、この契約を解除することができる。 

(１)役員等（個人である場合にはその者その他経営に実質的に関与している者を、受注者が法

人である場合にはその役員、その支店又は営業所（常時契約を締結する事務所をいう。）の

代表者その他経営に実質的に関与している者を、受注者が法人以外の団体である場合には、

代表者、理事等、その他経営に実質的に関与している者をいう。以下同じ。）が、暴力団

（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号

に規定する暴力団をいう。以下同じ。）若しくは暴力団員等（暴力団員による不当な行為の

防止等に関する法律第２条第６号に規定する暴力団員及び暴力団員でなくなった日から５年

を経過しない者をいう。以下同じ。）であると認められるとき、又は暴力団若しくは暴力団

員等が経営に実質的に関与していると認められるとき。 

(２)役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的、又は第三者に損害を加え

る目的をもって、暴力団等（暴力団及び暴力団員等並びに暴力団又は暴力団員等と密接な関

係を有する者をいう。以下同じ。）を利用するなどしていると認められるとき。 

(３)役員等が、暴力団等に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的あるいは

積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与していると認められるとき。 

(４)役員等が、暴力団等と社会的に非難されるべき関係を有していると認められるとき。 

(５)役員等が、暴力団、暴力団員等又は前４号のいずれかに該当する法人等（法人その他の団

体又は個人をいい、市川市入札参加業者適格者名簿に登載されているか否かを問わない。）

であることを知りながら、これを不当に利用するなどしていると認められるとき。 

(６)下請契約又は資材、原材料の購入契約その他の契約に当たり、その相手方が前５号のいず

れに該当することを知りながら、当該者と契約を締結したと認められるとき。 

(７)契約の相手方が、第１号から第５号までのいずれかに該当する者を下請契約又は資材、原



  

材料の購入契約その他の契約の相手方としていた場合（前号に該当する場合を除く。）に、

市が契約の相手方に対して当該契約の解除を求め、契約の相手方がこれに従わなかったとき。 

２ 契約の相手方が、協同組合又は共同企業体である場合における前項の規定については、その

代表者又は構成員が同項各号のいずれかに該当した場合に適用するものとする。 

３ 契約の相手方は、前２項の規定により契約が解除された場合は、違約金として、契約金額又

は賃借料（当該契約が地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の１７に規定

する条例で定める契約（以下この項において「長期継続契約」という。）である場合にあって

は、契約期間中の各会計年度の支払予定額のうち最も高い額（以下この項において「最高支払

予定額」という。））の１００分の１０に相当する額を市が指定する期限までに支払わなけれ

ばならない。ただし、次の各号に掲げる契約の解除に係る当該違約金の額は、当該各号に定め

る額とする。 

(１) 単位数量当たりの契約金額又は賃借料を定めた単価契約 契約単価に契約期間内の予定

数量を乗じて計算した額（当該契約が長期継続契約である場合にあっては、最高支払予定

額）の１００分の１０に相当する額 

(２) 月額による契約 月額に契約期間の月数（１月に満たない端数を生じたときは、これを

１月とする。）を乗じて計算した額（当該契約が長期継続契約である場合にあっては、月

額に１２を乗じて計算した額）の１００分の１０に相当する額 

４ 契約を解除した場合において、契約保証金が納付されているときは、市は、当該保証金を前

項の違約金に充当することができる。 

５ 第１項の規定により契約が解除された場合に伴う措置については、契約の規定による。 

 

（関係機関への照会等） 

第３条 市は、契約からの暴力団等の排除を目的として、必要と認める場合には、契約の相手方

に対して、役員等についての名簿その他の必要な情報の提供を求めることができ、その情報を

管轄の警察署に提供することで、契約の相手方が前条第１項各号に該当するか否かについて、

照会できるものとする。 

２ 契約の相手方は、前項の規定により、市が警察署へ照会を行うことについて、承諾するもの

とする。 

 

（契約の履行の妨害又は不当要求の際の措置） 

第４条 契約の相手方は、自らが、又はこの契約の下請負若しくは受託をさせた者（この条にお

いて「下請事業者等」という。）が、暴力団等から契約の適正な履行の妨害又は不当要求を受



  

けた場合は、毅然として拒否し、その旨を速やかに市に報告するとともに、管轄の警察署に届

け出なければならない。 

２ 契約の相手方及び下請事業者等は、前項の場合において、市及び管轄の警察署と協力して、

契約の履行の妨害又は不当要求の排除対策を講じなければならない。 

 

 （遵守義務違反） 

第５条 市は、契約の相手方が前条に違反した場合は、市川市建設工事等請負業者等競争参加資

格停止基準の定めるところにより、競争参加資格停止の措置を行う。下請事業者等が報告を怠

った場合も同様とする。



  

別記１ 

個人情報取扱特記事項 

 

（基本的事項） 

第１条 賃貸人は、この契約による個人情報の取扱いに当たっては、個人情報の保護

に関する法律（平成１５年法律第５７号）を遵守し、個人の権利利益を侵害すること

のないよう努めなければならない。 

 （個人情報の機密保持義務） 

第２条 賃貸人は、この契約による事務に関して知ることのできた個人情報を他に

漏らしてはならない。この契約終了後も、同様とする。 

 （受託目的以外の個人情報の利用の禁止） 

第３条 賃貸人は、この契約による事務を処理するため、個人情報を収集し、又は

利用するときは、事務の目的の範囲内で行うものとする。 

 （第三者への個人情報の提供の禁止） 

第４条 賃貸人は、この契約による事務を処理するために収集し、又は作成した個

人情報が記録された資料等を、賃借人の承諾なしに第三者に提供してはならない。 

 （再委託の禁止又は制限） 

第５条 賃貸人は、この契約による事務を自ら処理するものとし、やむを得ず第三

者に再委託するときは、必ず賃借人の承諾を得るものとする。 

（適正管理） 

第６条 賃貸人は、この契約による事務を処理するため賃借人から提供を受けた個

人情報の滅失及び損傷の防止に努めるものとする。賃貸人自らが当該事務を処理

するために収集した個人情報についても、同様とする。 

（個人情報の複写又は複製の禁止） 

第７条 賃貸人は、この契約による事務を処理するため賃借人から提供を受けた個

人情報が記録された資料等を、賃借人の承諾なしに複写し、又は複製してはなら

ない。 

(2) 電子メール、ファックスその他の電気通信（電気通信事業法第２条第１号に

規定する電気通信をいう。）を利用して、この契約により指定された場所以外の

場所に送信すること。  

 

（個人情報の無断持ち出しの禁止） 

第８条 賃貸人は、賃借人から提供を受けた個人情報が記録された資料等について、

賃借人の承諾なしに、いかなる手段を用いても次に掲げる行為をしてはならない。 

 (1) この契約により指定された場所以外の場所に持ち出し、又は送付すること。 



  

（事故発生時の報告義務） 

第９条 賃貸人は、この契約の事務を処理するに当たり、個人情報が記録された資

料等の漏えい、滅失、その他の事故が発生したとき、又は発生する恐れがあるこ

とを知ったときは、速やかに賃借人に報告し、賃借人の指示に従うものとする。 

 （個人情報の返還又は抹消義務） 

第１０条 賃貸人がこの契約の事務を処理するために、賃借人から提供を受け、又

は賃貸人自らが収集し、若しくは作成した個人情報が記録された資料等は、契約

期間の満了後直ちに賃借人に返還し、又は引き渡し、若しくは賃借人の指示に従

い抹消するものとする。ただし、賃借人が別に指示したときは当該方法によるも

のとする。 

 （賃貸人の事業所への立入検査に応じる義務） 

第１１条 賃借人は、必要があると認めるときは、この契約の事務に係る賃貸人の

事務所に、随時に立ち入り、調査をおこない、又は賃貸人に参考となるべき報告

若しくは資料の提出を求めることができる。 

２ 賃貸人は、前項の立入調査を拒み、妨げ、又は報告若しくは資料の提出を怠っ

てはならない。 

 （損害賠償義務） 

第１２条 賃貸人が故意又は過失により個人情報を漏えい等したときは、賃貸人は

それにより生じた損害を賠償しなければならない。 



  

別記２ 

情報セキュリティ取扱特記事項 

（基本的事項） 

第１条 賃貸人は、この契約に基づく業務（以下「本件業務」という。）を履行するに当たっては、

適正に情報セキュリティの管理を行う体制を整備し、情報セキュリティに関する適切な管理策を講

じなければならない。 

（定義） 

第２条 この特記事項において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

（１） 本件業務に関する情報 賃借人が本件業務を履行させるために賃貸人へ提供した情報（個

人情報を含む）又は賃貸人が本件業務を履行するために収集し、若しくは作成した情報をい

い、形状は問わず、複写複製も含むものをいう。 

（２） 情報セキュリティ 本件業務に関する情報を含む情報の機密性、完全性及び可用性を確保

し、維持することにより、適切な利用環境を維持しながら、犯罪や災害等の各種脅威から情

報を守ることをいう。 

（３） 機密性 情報へのアクセスが許可されない者は、情報にアクセスできないようにすること

をいう。 

（４） 完全性 正確な情報及び正確な処理方法を確保することをいう。 

（５） 可用性 情報へのアクセスが許可されている者が必要なときに確実に利用できるようにす

ることをいう。 

（６） 情報システム 情報を適切に保存・管理・流通するための仕組みをいい、コンピュータと

ネットワーク及びそれを制御するソフトウェア、その運用体制までを含んだものをいう。 

（７） マルウェア 情報システムに対して攻撃をするソフトウェアをいう。 

（８） 情報セキュリティインシデント 情報セキュリティに関する事故・問題をいう。 

（目的外利用の禁止） 

第３条 賃貸人は、本件業務の履行に当たり、本件業務に関する情報を収集、作成又は利用するとき

は、本件業務の履行目的の範囲内で行うものとする。 

２ 賃貸人は、本件業務の履行に当たり賃借人に対し、当該情報にアクセスする者及びアクセス方法

について明示し、賃借人の承認を得なければならない。 

（第三者への提供の禁止） 

第４条 賃貸人は、本件業務に関する情報を、賃借人の承諾なしに第三者に提供してはならない。 

（再委託の禁止又は制限） 

第５条 賃貸人は、本件業務を自ら履行するものとし、やむを得ず本件業務の一部を第三者に再委託

するときは、再委託する業務範囲を明示したうえで、必ず賃借人の承諾を得るものとする。 



  

２ 賃貸人は、前項の規定により賃借人の承諾を得て第三者に再委託する場合にあっては、再委託先

に対し情報セキュリティに関して監督する責任を有することとし、再委託先の情報セキュリティの

管理体制について賃借人に報告しなければならない。 

３ 賃貸人は、賃借人が前項の規定による報告によって再委託先の情報セキュリティの管理体制が不

十分であることを理由として、再委託先の変更又は中止を求めた場合にあっては、再委託先の変更

又は中止をしなければならない。 

（適正管理） 

第６条 賃貸人は、本件業務に関する情報の滅失及び損傷の防止に努めるものとする。 

（複写又は複製の禁止） 

第７条 賃貸人は、本件業務に関する情報を、賃借人の承諾なしに複写し、又は複製してはならない。 

（無断持ち出しの禁止） 

第８条 賃貸人は、本件業務に関する情報について、賃借人の承諾なしに、次に掲げる行為をしては

ならない。 

（１） この契約により指定された作業場所以外の場所に持ち出し、又は送付すること。 

（２） 電子メール、ファックスその他の電気通信（電気通信事業法第２条第１号に規定する電気通

信をいう。）を利用して、この契約により指定された作業場所以外の場所に送信すること。 

（情報セキュリティの維持、改善等） 

第９条 賃貸人は、本件業務に関する情報及び情報システムの取扱いについて、機密性、完全性及び

可用性を確保し、維持するために、次に掲げる管理策を講じなければならない。 

（１） マルウェアに対するリスクを最小限にするために、情報システムに対しセキュリティソフト

の導入を許容するとともに、その定義ファイルについても常に最新の状態に維持されることを

阻害してはならない。 

（２） 常に脆弱性等の情報を収集し、修正プログラムが公開された場合には、情報システムに対し

対応策を講じなければならない。この場合において、賃貸人が開発し、又は開発させ賃借人に

納入している情報システムの改修が必要となるときは、賃借人と対応策を協議するものとする。 

（３） 本件業務に関する情報を含む情報の流出、改ざん、消失及び不正利用を防止するために必要

な措置を講じなければならない。 

（４） その他、情報セキュリティの維持のために必要と認められる場合、賃借人と協議の上、対応

策を講じなければならない。 

２ 賃貸人は、前項の規定により講じている管理策の内容を定期的に報告しなければならない。 

３ 賃貸人は、この特記事項に基づく報告、情報セキュリティの管理体制、実施事項に関する書類を

整備しておかなければならない。 

 



  

 （情報セキュリティインシデントへの対応等） 

第１０条 本件業務に関し情報セキュリティインシデントが発生したときは、賃貸人は、直ちに、賃

借人に報告するとともに、賃借人の指示に従い、その対応策を講じなければならない。 

２ 賃貸人は、前項の規定により対応策を講じたときは、その内容を賃借人に報告しなければならな

い。 

３ 賃借人は、本件業務に関する情報セキュリティインシデントが発生した場合であって、必要があ

ると認めるときは、当該情報セキュリティインシデントの公表を行うことができる。  

（情報セキュリティの管理体制） 

第１１条 賃貸人は、第１条に規定する情報セキュリティの管理体制の内容について賃借人と協議し

なければならない。 

２ 前項の情報セキュリティの管理体制には、情報セキュリティ担当責任者及び担当者の職及び役割

を明確にしておかなければならない。 

３ 賃貸人は、本件業務を担当する者に対して、情報セキュリティに関する教育及び情報セキュリテ

ィインシデントに対する訓練を実施するものとする。 

 （不要な情報の返却又は廃棄） 

第１２条 賃貸人は、本件業務に関する情報のうち、不要となったものについては、直ちに、返却又

は復元できないような形で廃棄しなければならない。 

２ 賃貸人は、前項の規定により本件業務に関する不要な情報を廃棄したときは、書面をもって賃借

人に報告するものとする。 

（報告の徴収及び立入検査等） 

第１３条 賃借人は、情報セキュリティの維持・改善を図るため、賃貸人に対し、必要に応じて本件

業務に係る情報セキュリティ対策について報告を求めることができる。 

２ 賃借人は、情報セキュリティの維持・改善を図るために必要な範囲において、指定した職員に、

本件業務と係わりのある場所に立ち入り、賃貸人が講じた情報セキュリティ対策の実施状況につい

て検査させ、若しくは関係者に質問させ、又はその情報セキュリティ対策が情報セキュリティの維

持・改善を図るために有効なものであるか等について調査をさせることができる。 

３ 賃貸人は、賃借人から前項の規定による立入検査の申し入れがあった場合は、これに応じなけれ

ばならない。 

（損害賠償義務） 

第１４条 賃貸人は、賃貸人又は再委託先が本取扱特記事項に定める規程を遵守せず、情報を漏えい、

滅失、毀損、不正使用その他の違反によって賃借人又は第三者に生じた一切の損害について、賠償

の責めを負う。 

 



別紙１．賃貸借物件一覧 

 

下記の仕様を満たす機器を納入すること。 

ただし、相当仕様品もしくは上位使用品を納入しても良いものとする。 

 

１．介護保険システム用機器 

項 区分 仕    様 数量 

PC（検証用） 

1 形状 ノートブック型 PC であること。 2 

OS Windows 11 Professional (64bit)とすること。 

CPU CPU はインテル® Core™i5-1135G7 プロセッサー 

以上とすること。 

主記憶 8GB 以上であること。 

表示装置 LED バックライト付き画面サイズ 15.6 型ワイド以上、解像度

(1366×768)以上、表示色 1,677 万色以上 

ストレージ 512GB 以上の SSD 装置とし、PC に内蔵すること。 

光学ドライブ スーパーマルチドライブユニットを内蔵すること 

オーディオ装置 ステレオスピーカーを内蔵すること。イヤホン端子用のステレオミ

ニジャック及びマイク端子用の φ3.5mm ミニジャックを搭載してい

ること。イヤホン端子とマイク端子は、統合された端子でも可とす

る。 

入力装置 テンキー付きの日本語キーボード(JIS 準拠)を装備していること。 

ポインティング

デ バイス 

タッチパッドを備えていること。 

インターフェー

ス 

有線 LAN 及び無線 LAN、Bluetooth に対応すること。有線 LAN は、PC

本体にポートを搭載し、(1000BASE-T/100BASE-TX/10BASE-T)を備え

ていること。無線 LAN は、アダプターを PC 本体に内蔵し、 

IE EE802.11a/b/g/n/ac/ax に対応すること。 Bluetooth は、V5.1 以

上であること。 

USB USB ポートを 3 つ以上備えており、USB3.0 以上の Type-A が 3 つ以上

備えていること。 

本体サイズ W375mm × D250mm × H25mm 程度であること。 

2 付属

品 

マウス USB 接続のスクロール機能付光学のものを添付すること。 2 

リカバ

リメデ

ィア 

初期状態に戻すためのメディアを添付すること。 1 

その他 ドライバーズディスク、PowerDVD ディスク 1 

PC（クライアント） 

1 形状 ノートブック型 PC であること。 16 

OS Windows 11 Professional (64bit)とすること。 



CPU CPU はインテル® Core™i5-1135G7 プロセッサー 

以上とすること。 

主記憶 8GB 以上であること。 

表示装置 LED バックライト付き画面サイズ 15.6 型ワイド以上、解像度

(1366×768)以上、表示色 1,677 万色以上 

ストレージ 512GB以上のSSD装置とし、PCに内蔵すること。 

光学ドライブ DVD-ROMドライブを内蔵すること。 

オーディオ装置 ステレオスピーカーを内蔵すること。イヤホン端子用のステレオミニ

ジャック及びマイク端子用のφ3.5mmミニジャックを搭載しているこ

と。イヤホン端子とマイク端子は、統合された端子でも可とする。 

入力装置 テンキー付きの日本語キーボード(JIS 準拠)を装備していること。 

ポインティング

デ バイス 

タッチパッドを備えていること。 

インターフェー

ス 

有線 LAN 及び無線 LAN、Bluetooth に対応すること。有線 LAN は、PC

本体にポートを搭載し、(1000BASE-T/100BASE-TX/10BASE-T)を備えて

いること。無線 LAN は、アダプターを PC 本体に内蔵し、IE 

EE802.11a/b/g/n/ac/ax に対応すること。 Bluetooth は、V5.1 以上で

あること。 

USB USB ポートを 3 つ以上備えており、USB3.0 以上の Type-A が 3 つ以上

備えていること。 

本体サイズ W375mm × D250mm × H25mm 程度であること。 

2 付 属

品 

マウス USB 接続のスクロール機能付光学のものを添付すること。 16 

リ カ バ

リ メ デ

ィア 

初期状態に戻すためのメディアを添付すること。 1 

その他 ドライバーズディスク、PowerDVD ディスク 1 

3 その他 装置の接続に必要なケーブル等を添付すること。 16 

PC（デスクトップ） 

1 形状 デスクトップ型 PC であること 2 

OS Windows 11 Professional (64bit)とすること。 

CPU CPU はインテル® Core™i5-1135G7 プロセッサー 

以上とすること。 

主記憶 8GB 以上 

表示機

能 

最大 3840×2160 ドット/最大 1677 万色 

ストレ

ージ 

512GB 以上の SSD 装置とし、PC に内蔵すること。 

光学ド

ライブ 

スーパーマルチドライブユニットを内蔵すること。 

2 付 属

品 

キ ー ボ

ード 

テンキー付きの日本語キーボード(JIS 準拠)を装備していること。 2 

マウス USB 接続のスクロール機能付光学のものを添付すること。 2 



その他 リカバリメディア、ドライバーズディスク、PowerDVD ディスク 1 

3 表示装置 '19 型 液晶ディスプレイ（スピーカー内蔵） 2 

A3 モノクロプリンタ 

1 印刷方式 LED アレイ＋電子写真プロセス（2 成分）（乾式） 7 

2 データ処理解像

度 

1200dpi×1200dpi、600dpi×600dpi、300dpi×300dpi 

3 

 

印刷

速度 

片面 A4: 46.0 枚/分、B4: 28.7 枚/分、A3:25.7 枚/分、ユーザ定義: 6.0

～45.0 枚/分 

両面 A4: 31.7 枚/分、B4: 16.5 枚/分、A3: 15.4 枚/分、ユーザ定義: 6.0

～34.3 枚/分 

4 用紙 普通紙 A3、A4、A5、A6、B4、B5、B6、レター、リーガル、ユーザー定義サ

イズ（幅 70～297mm、長さ 127～432mm） 

ラベル紙 A3、B4、A4、B5、A5、B6、レター、リーガル、ユーザー定義サイズ 

はがき 定形の郵便はがきサイズ 

封筒 洋長形 3 号、洋形 2 号、洋形 4 号、長形 3 号、長形 4 号、角形 2 号 

長尺紙 幅 297mm×長さ 432～1200mm 

5 給紙

容量 

給紙トレ

イ 

100 枚 

給紙カセ

ット 

550 枚 

拡張 550 枚 

6 排紙方式 フェースダウン：550 枚 

7 両面印刷 対応すること 

プリンタ RAM モジュール 256MB を付属すること 

高機能多目的インパクトプリンタ装置 

1 印刷方式 シリアルインパクトドットマトリクス方式 3 

2 印字文字数 漢字：90 桁（6.6CPI） 

ANK：136 桁（10CPI） 

3 印刷速度 漢字：高速モード 毎秒 260 文字，通常（高品位）モード 毎秒 140

文字 

ANK：高速モード 毎秒 390 文字，通常（高品位）モード 毎秒 210 文

字 

4 用紙種類 単票用紙 

種類：上質紙，再生紙，はがき，封筒，タック紙，複写紙 

用紙幅：55mm～364mm 

用紙長：90mm～364mm 

坪量：52～208g/m2 

 

連続帳票用紙 



種類：送り孔付き折り畳み用紙（上質紙，再生紙, タック紙，複写

紙） 

用紙幅：88.9mm～406.4mm（3.5～16 インチ） 

用紙長：折り畳み 101.6mm 以上（4 インチ以上） 

坪量：52～128g/m2 

5 給紙 500 枚（上質紙，坪量 64g/m 2，1P 用紙） 

6 排紙 最大 200 枚（上質紙，坪量 64g/m 2，1P 用紙） 

7 解像度 160×160dpi 

8 複写枚数 オリジナル＋4 枚（通常モード時），オリジナル＋7 枚（高複写モー

ド時） 

9 インターフェー

ス 

LAN 接続（100BASE-TX，10BASE-T） 

10 LAN プロトコル TCP／IP，DS－LINK 

11 寿命 5 年または 13 万シートのいずれか早い方 

A3 モノクロレーザープリンタ（審査会発行資料用） 

1 印刷方式 半導体レーザー＋乾式 2 成分電子写真方式 1 

2 データ処理解像

度 

1200dpi×1200dpi、600dpi×600dpi、300dpi×300dpi 

3 印 刷

速度 

片面 60 枚/分(A4 横送り)、31 枚/分(B4 縦送り)、31 枚/分(A3 縦送り) 

両面 両面印刷時：60 ページ/分(A4 横送り) 

4 用紙 普通紙 普通紙(マイペーパー、TP ペーパー、フルカラーPPC 用紙 タイプ

6000<58W>/<70W>/<90W>、オフィスペーパー NT タイプ W)、再生紙

(マイリサイクルペーパー 100、オフィスペーパーNT タイプ R) 

ラ ベ ル

紙 

ラベル紙(リコーPPC 用紙 タイプ SA ノーカット/20 面カット) 

はがき 郵便はがき、往復はがき 

封筒 封筒(ハート社製 レーザー専用封筒 角 2/長 3/洋長 3 ホワイト、山

櫻社製 POD ホワイト 2.0 角 2/長 3/洋長 3) 

5 給 紙

容量 

給 紙 ト

レイ 

100 枚  

給 紙 カ

セット 

590 枚×2 段 

拡張 3000 枚フィニッシャー＋排紙中継ユニット＋4 ビンプリントポス

ト、1000 枚給紙テーブル：1,180 枚(590 枚×2 段)を付属すること。 

6 排紙 標準 500 枚(フェイスダウン A4)  

拡張 ※排紙中継ユニット（+250 枚）を付属すること。 

7 両面印刷 対応すること 

8 その他 拡張 HDD タイプ P13 を付属すること。 

 



 

スキャナ（FI-7700） 

1 読取

速度 

ADF(A4

横) 

片面： 100 枚/分、両面： 200 面/分（200/300dpi） 1 

ADF(A4

縦) 

片面： 80 枚/分、両面： 160 面/分（200/300dpi） 

フラット

ベ ッ ド

(A4 横) 

片面： 0.6 秒/枚（200/300dpi） 

フラット

ベ ッ ド

(A4 縦) 

片面： 0.9 秒/枚（200/300dpi） 

2 原稿搭載容量 300 枚（A4： 80g/m2）、100 枚（A3： 80g/m2）（継ぎ足し可） 

3 スキャナータイ

プ 

自動給紙方式（ADF）＋フラットベッド＋手差し・単送 

4 スキャニングモ

ード 

片面/両面、カラー/グレースケール/二値白黒（バイナリー） 

5 光学解像度 600dpi 

6 出力解像度  50～600dpi（1dpi 毎指定可能）、1200dpi（ドライバにて） 

7 原稿の厚さ 20～413g/m2、A4/レターより大きいサイズは 27～413g/m2、A8 以下は

128～209g/m2 

8 インターフェイ

ス 

USB 3.1 Gen1 / USB 3.0 / USB 2.0 / USB 1.1（コネクタ形状：タ

イプ B） 

スキャナ（fi-7600） 

1 読 取

速度 

ADF(A4

横) 

片面： 100 枚/分、両面： 200 面/分（200/300dpi） 1 

ADF(A4

縦) 

片面： 80 枚/分、両面： 160 面/分（200/300dpi） 

2 原稿搭載容量 300 枚（A4： 80g/m2）、100 枚（A3： 80g/m2）（継ぎ足し可） 

3 スキャナータイ

プ 

自動給紙方式（ADF）＋手差し・単送 

4 スキャニングモ

ード 

片面/両面、カラー/グレースケール/二値白黒（バイナリー） 

5 光学解像度 600dpi 

6 出力解像度  50～600dpi（1dpi 毎指定可能）、1200dpi（ドライバにて） 

7 原稿の厚さ 20～413g/m2、A4/レターより大きいサイズは 27～413g/m2、A8 以下は

128～209g/m2 

8 インターフェイ

ス 

USB 3.1 Gen1 / USB 3.0 / USB 2.0 / USB 1.1（コネクタ形状：タイ

プ B） 

スキャナ（FI-8170） 

1 読取速度 片面：70 枚/分、両面：140 面/分（200/300dpi） 1 

2 原稿搭載容量 100 枚（A4：80g/m2）（継ぎ足し可） 



3 スキャナータ

イプ 

自動給紙方式（ADF）＋手差し・単送 

4 スキャニング

モード 

片面/両面、カラー/グレースケール/二値白黒（バイナリー） 

5 光学解像度 600dpi 

6 出力解像度  50～600dpi（1dpi 毎指定可能）、1200dpi（ドライバにて） 

7 原稿の厚さ 20～465g/m2、A8 以下は 128～209g/m2、冊子は 7 ㎜以下 

8 インターフェ

ース 

20～465g/m2、A8 以下は 128～209g/m2、冊子は 7 ㎜以下 

USB3.2 Gen1 / USB3.0 / USB2.0 / USB1.1（コネクタ形状：タイプ B） 

 

２．周辺機器 

項 品  名 仕    様 数量 

1 セキュリティダイヤル錠 任意の 3 桁の番号を設定できること。 20 

2 セキュリティワイヤー 直径 2.0mm 程度であること。 

ワイヤー長は 2m 程度であること。 
20 

3 セキュリティダイヤル取り付

け部品 

クライアントパソコンのセキュリティスロットに差

し込めること。 

ワイヤーとダイヤル錠を組み合わせてクライアント

パソコンに取り付け可能なこと。 

20 

 

３.ソフトウェア 

1) ソフトウェアは、日本語対応版が存在するものは、全て日本語対応版とする。  

2) ソフトウェアは、ライセンス契約を基本とすること。 （なお、賃貸借期間中はライセンスが途切

れないこと） 

3）ソフトウェアは、官公庁向けの契約があれば、官公庁向けを優先すること。  

4) ライセンス証書のあるソフトウェアは、名義を市川市として納品し、ライセンス証書を１部提 

出すること。 

項 項   目 型名 数量 

1 【SiCSP】Office LTSC ProfessionalPlus 2024 DG7GMGF0PN5F0001 20 

2 Windows Server 2022 1 Device CAL PY-WCD01C 20 

3 
IC21 基盤共通制御 V3.5 共通クライアント UPG for 

V3.3&V3.4(1 ライセンス付き) 
A514CUPK 1 

4 
IC21 基盤共通制御 V3.5 共通クライアント UPG for 

V3.3&V3.4 5CL 
A5149UPM 3 

5 
IC21 基盤共通制御 V3.5 共通クライアント UPG for 

V3.3&V3.4 1CL 
A5149UPL 4 

6 
IC21 基盤共通制御 V3.5 共通クライアント 日本語拡張オ

プション/K UPG for V3.3&V3.4(1 ライセンス付) 
A514CUQG 1 

7 
IC21 基盤 共通制御 V3.5 共通クライアント 日本語拡

張オプション/K UPG for V3.3&V3.4 5CL 
A5149UQJ 3 

8 
IC21 基盤 共通制御 V3.5 共通クライアント 日本語拡

張オプション/K UPG for V3.3&V3.4 1CL 
A5149UQH 4 

9 ＤｙｎａＥｙｅ EX ランタイム V5.0 E5145KKABA 2 

 


